
 

 

 

 

 

 

 

 

総会議事（１） 

 

令和３年度事業報告について 
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令和３年度 事業報告書 

１ 令和３年度の活動内容 

月  日 活動内容 備考 

５ 26 水 
総会 

【開催場所】メールにて資料配付 

６ 
2 

3 

水 

木 

研修会（整備局主催、管内市町村職員） 

【開催場所】Web 開催 
１６名 

9 28 火 
講習会（愛知県研修会） 

【開催場所】Web 開催 
４５名 

10 1 金 
講習会（愛知県研修会） 

【開催場所】Web 開催 
６２名 

10 25 月 
講習会（岐阜県研修会） 

【開催場所】Web 開催 
２３名 

10 26 火 
講習会（三重県研修会） 

【開催場所】Web 開催 
３４名 

10 27 水 
講習会（静岡県研修会） 

【開催場所】Web 開催 
６０名 

11 30 金 

講演会  

名古屋法務局 民事行政部 不動産登記部門 

【開催場所】Web 開催 

約３５０名 

２ 10 木 
第１回分科会（第三分科会） 

【開催場所】メール会議 

２ 18 金 
第１回分科会（第一・二分科会） 

【開催場所】Web 開催 

３ ４ 金 
第１回幹事会 

【開催場所】Web 開催 
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（１）講演会

開催日時 令和 3 年 11 月 30 日(火) 13:30～15:45 

主 催 者 中部地方整備局 

開催方法 WEB 開催 

参 加 者 約 350 名 

演 題 民法等の一部を改正する法律による不動産登記法の改正について 

名古屋法務局民事行政部首席登記官（不動産登記担当） 伊藤 登志也 氏 

長期相続登記等未了土地解消作業について 

名古屋法務局民事行政部不動産登記部門次席登記官 桜木 茂樹 氏 

表題部所有者不明土地解消作業について 

名古屋法務局民事行政部不動産登記部門総括表示登記専門官 角間 隆夫 氏 
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（２）講習会

＜岐阜県＞ 

開催日時 令和 3 年 10 月 25 日(月) 13:30～15:30 

主 催 者 岐阜県 

開催方法 WEB 開催 

参 加 者 23 名 

講義内容 財産管理制度を利用した所有者不明土地の取得 

岐阜県弁護士会 尾藤 望 氏 

＜静岡県＞ 

開催日時 令和 3 年 10 月 27 日(水) 10:00～16:30 

主 催 者 静岡県 

開催方法 WEB 開催 

参 加 者 60 名 

講義内容 所有者不明土地法の概要、土地収用法の特例、事例の解説 

中部地方整備局用地部用地企画課 支援係長 石﨑 一志 氏 

所有者不明土地管理制度と財産管理制度 

静岡県弁護士会 大瀧 友輔 氏 

所有者不明土地に関する登記制度（相続登記義務化関連を中心として） 

愛知県司法書士会 会長 細井 久史 氏 

所有者不明土地問題に関する静岡県司法書士会の取り組み 

静岡県司法書士会 佐藤 圭 氏 
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＜愛知県＞ 

開催日時 令和 3 年 9月 28 日(木) 16:20～17:10 

主 催 者 愛知県 

開催方法 WEB 開催 

参 加 者 45 名 

講義内容 所有者不明土地法について 

中部地方整備局用地部用地企画課 支援係長 石﨑 一志 氏 

開催日時 令和 3 年 10 月 1 日(金) 13:30～17:00 

主 催 者 愛知県 

開催方法 WEB 開催 

参 加 者 62 名 

講義内容 所有者不明土地に関する登記制度（相続登記義務化関連を中心として） 

愛知県司法書士会 会長 細井 久史 氏 

所有者不明土地問題 

～土地家屋調査士の視点から、関連する法改正を通して解決策を考える～ 

愛知県土地家屋調査士会 会長 梅村 守 氏 

＜三重県＞ 

開催日時 令和 3 年 10 月 26 日(火) 13:30～16:00 

主 催 者 三重県 

開催方法 WEB 開催 

参 加 者 34 名 

講義内容 所有者不明土地をめぐる最近のトピックス 

中部地方整備局用地部用地企画課 支援係長 石﨑 一志 氏 

所有者不明土地に関する登記制度（相続登記義務化関連を中心として） 

愛知県司法書士会 会長 細井 久史 氏 
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（３）研修会（用地事務(初級)研修 特別コース）

開催日時 令和 3 年 6月 2 日(水) ～ 令和 3 年 6 月 3 日(木) 

主 催 者 中部地方整備局 

開催方法 WEB 開催 

参 加 者 16 名（市町村職員） 

講義内容 用地事務の流れ 用地部用地企画課 企画係長 

不正防止対策（ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ）  用地部 建設専門官 

地籍整備 用地部用地企画課 支援係長 

用対連基準 用地部用地企画課 指導係長 

不当要求防止対策 宇都木法律事務所 弁護士 宇都木 寧 氏 

土地評価 用地部用地対策課 河川係長 

建物移転工法 用地部用地対策課 業務調整係長 

備 考 令和 3 年 6月 4 日(金) 用地測量（理論・実地） 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止による中止
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総会議事（２） 

構成員の加入等について 
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構成員の加入等について 

○中部地区所有者不明土地等に関する連携協議会規約（抜粋）

第 10 条 この規約に定めるもののほか、次の事項は総会の決定を得なければなら

ない。 

一 構成員の加入及び脱退 

二 規約の改正 

三 その他本会の運営に関する重要な事項 
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中部地区所有者不明土地等に関する連携協議会構成員名簿 新旧対照表 

改  正  案 現  行 

別表３（協力会員） 

１．弁護士会 

（中部弁護士会連合会） 

（静岡県弁護士会） 

２．司法書士会 

（愛知県司法書士会） 

（静岡県司法書士会） 

（岐阜県司法書士会） 

（三重県司法書士会） 

３．行政書士会 

（愛知県行政書士会） 

（静岡県行政書士会） 

（岐阜県行政書士会） 

（三重県行政書士会） 

４．土地家屋調査士会 

（愛知県土地家屋調査士会） 

（静岡県土地家屋調査士会） 

（岐阜県土地家屋調査士会） 

（三重県土地家屋調査士会） 

５．不動産鑑定士協会 

（中部不動産鑑定士協会連合会） 

６．補償コンサルタント協会 

（日本補償コンサルタント協会 

中部支部） 

７．日本国土調査測量協会 

（日本国土調査測量協会 

東海地区事業委員会） 

８．宅地建物取引業協会 

（愛知県宅地建物取引業協会） 

（静岡県宅地建物取引業協会） 

（岐阜県宅地建物取引業協会） 

（三重県宅地建物取引業協会） 

９．全日本不動産協会 

（全日本不動産協会愛知県本部） 

（全日本不動産協会静岡県本部） 

（全日本不動産協会岐阜県本部） 

（全日本不動産協会三重県本部） 

以上、９会員 

別表３（協力会員） 

１．～７．（略） 

（新） 

（新） 

以上、７会員 
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中部地区所有者不明土地等に関する連携協議会構成員名簿 新旧対照表 

改  正  案 現  行 

別表２（準会員） 

１．愛知県土地開発公社 

２．愛知県道路公社 

３．静岡県土地開発公社 

４．岐阜県土地開発公社 

５．三重県土地開発公社 

６．名古屋市土地開発公社 

７．名古屋高速道路公社 

８．農林水産省 東海農政局 

９．防衛省 東海防衛支局 

１０．防衛省 南関東防衛局 

１１．東海旅客鉄道株式会社 

１２．中日本高速道路株式会社 名古屋支社 

１３．中日本高速道路株式会社 東京支社 

１４．独立行政法人水資源機構 中部支社 

１５．独立行政法人都市再生機構 中部支社 

１６．中部電力株式会社 

１７．中部電力パワーグリッド株式会社 

１８．東京電力パワーグリッド株式会社 

 静岡総支社 

１９．関西電力送配電株式会社 

 東海電力本部 

２０．電源開発株式会社 

 水力発電部 中部支店 

２１．株式会社ＮＴＴファシリティーズ 

 東海支店 

２２．株式会社ＮＴＴフィールドテクノ 

２３．名古屋鉄道株式会社 

２４．近畿日本鉄道株式会社 

２５．名古屋港管理組合 

以上、２５会員 

別表２（準会員） 

１．～２１． （略） 

２２．株式会社ＮＴＴフィールドテクノ 

東海支店 

２３．～２５．（略） 

以上、２５会員 
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総会議事（３） 

令和４年度事業計画について 
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令和４年度 事業計画書 

１．会議等の開催 
（１）通常総会

日  時：令和４年５月３０日（月） 

場 所：ＫＫＲホテル名古屋 芙蓉の間 

（２）幹事会

日  時：令和５年３月頃予定

検討内容：各分科会で策定された活動計画案を事業計画等として承認、議決

（３）分科会

１）第一分科会（分科会長：中部地方整備局用地部用地企画課長補佐）

日  時：令和５年２月頃予定 

検討内容：既存・新制度活用を推奨していくために、各県にて制度の普及啓

発活動のための研修等の活動計画案を策定 

２）第二分科会（分科会長：中部地方整備局建政部計画管理課長補佐）

日  時：令和５年２月頃予定 

検討内容：地域福利増進事業の推奨のための周知活動や、事業認定円滑化の

周知のために、ニーズに応じた研修等の活動計画案を策定 

３）第三分科会（分科会長：名古屋法務局民事行政部不動産登記部門次席登記官） 

日  時：令和５年２月頃予定 

検討内容：長期相続登記未了土地解消作業のために、名古屋法務局及び各地

方法務局管内において説明会等の活動計画案を策定 

２．講演会 
（１）第１回講演会

日 時：令和４年５月３０日（月） 

演 題①：所有者不明土地対策の推進 

～所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の改正～ 

演 題②：地籍調査について 

（２）第２回講演会

日 時：令和４年１０月～１１月頃予定 

演  題：未定 

３．講習会 
（１）目的

公共用地の取得等に伴い、所有者不明土地に直面する市町村等の用地業務に携わ

る職員に対して、所有者不明土地法を含む関連する公共用地取得の諸制度の普及・

啓発を目的とする。 

（２）実施方針案

研修対象者を用地初任者と用地経験者に区分した研修を各県の研修会で実施

（３）講義内容(予定)

初任者向き研修 所有者不明土地法や所有者不明土地の関連制度等の解説 

経験者向き研修 士業団体を講師に、所有者不明土地に関する実務的な内容の

講義や、整備局から事業認定、地籍整備等についての講義を

予定 
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（４）実施計画案

１）岐阜県研修会

日  時：令和４年９月～１０月頃予定 

講義内容：未定  

２）静岡県研修会

日  時：令和４年９月～１０月頃予定 

講義内容：未定 

３）愛知県研修会

日  時：令和４年９月～１１月頃予定 

講義内容：未定 

４）三重県研修会

日  時：令和４年９月頃予定 

講義内容：未定 

４．研修会（中部地区用地対策連絡協議会との合同による研修）【詳細は別紙参照】 

（１）初任者研修

日  時：令和４年６月２７日（月）～２８日（火） 

開催方法：WEB 会議方式 

対 象 者：原則、用地経験２年以内の者 

目  的：用地担当者としての基本的知識を修得させることを目的とする。 

（２）中堅研修

日  時：令和４年８月２４日（水）～２６日（金） 

開催方法：WEB 会議方式 

対 象 者：原則、用地経験３年～５年以内の者 

目  的：中堅担当者として必要とされる基礎的知識及び修得しておくべき 

知識得させることを目的とする。 

（３）用地測量研修

日  時：令和４年１０月６日（木）

実施場所：大津橋ビル５階（大会議室）及び名城公園市民の森

対 象 者： 原則、用地経験３年～５年以内の者

目  的：用地測量に関する基礎的知識及びスキルの修得を目的とする。 

（４）測量研修（不動産登記）

日  時：令和４年１０月２８日（金）

実施場所：WEB 会議方式

対 象 者：原則、用地経験３年～５年以内の者

目  的：不動産登記関係について、中堅担当者として必要とされる基礎的 

知識を修得させることを目的とする。 

（５）地籍調査研修

日  時：令和４年１０月予定 

実施場所：WEB 会議方式 

対 象 者：初級、中級担当者 

目  的：地籍調査に関する基礎的知識の修得を目的とする。 

（令和４年３月４日幹事会決定） 
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（別紙１） 

１．開催予定日 令和４年６月２７日（月）～２８日（火）

２．場　所

３．対象者 原則、用地経験２年以内の者

４．目　的 用地担当者としての基本的知識を修得させることを目的とする。

５．日　程　表　案

13:00
～

13:20
～

9:30
～

Web
接続

事前協議制度と
収用等の課税の特例

用地交渉等勉強会（演習）

名古屋国税局

２日目

（10:00～12:00） （13:00～17:00）

中部地方整備局
用地対策官会議

１日目 ー

（13:00～15:00） （15:00～16:30）

ー

Web
接続

ガイ
ダン
ス

用地事務の概要
（コンプライアンス、不
正防止、所有者不明土地

関係含む）

損失補償概論
（一般補償基準）

中部地方整備局
用地部用地企画課

(課長補佐（企画）)

中部地方整備局
用地部用地企画課

(企画)

午　　　前
（９：３０～１２：００）

午　　　後
（１３：００～１７：００）

Web会議方式

中 部 地 区 用 地 対 策 連 絡 協 議 会
中部地区所有者不明土地等に関する連携協議会

令和４年度　初任者研修日程表
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（別紙２） 

１．開催予定日 令和４年８月２４日（水）～２６日（金）

２．場　所

３．対象者 原則、用地経験３年～５年以内の者

４．目　的

５．日　程　表　案

9:30
～

9:50
～

9:30
～

9:30
～

土地収用法
19条5項指定申請

地籍整備の推進について
所有者不明土地の利用の円滑化
等に関する特別措置法について

中部地方整備局
用地部用地企画課

（課長補佐（収用））

中部地方整備局
用地部用地企画課

（地籍調査）

中部地方整備局
用地部用地企画課

（課長補佐（土地適正管理））

（13:00～14:55） （15:05～17:00）

３日目

（10:00～12:00）

Web
接続

Web
接続

土地評価（理論） 土地評価（演習）
ー２日目

（10:00～12:00） （13:00～16:00）

中部地方整備局
用地部用地対策課
（業調、河川）

中部地方整備局
用地部用地対策課
（業調、河川）

（一財）
公共用地補償機構
用地補償研究所

中部地方整備局
用地部用地対策課

（業務調整）

Web
接続

１日目

（10:00～12:00） （13:00～16:00）

ー
ガイ
ダン
ス

消費税 移転工法の実務

中堅担当者として必要とされる基礎的知識及び
修得しておくべき知識を修得させることを目的とする。

午　　　前
（９：３０～１２：００）

午　　　後
（１３：００～１７：００）

Web会議方式

中 部 地 区 用 地 対 策 連 絡 協 議 会
中部地区所有者不明土地等に関する連携協議会

令和４年度　中堅研修日程表

15



（別紙３） 

１．開催予定日

２．場　所

３．対象者 原則、用地経験３年～５年以内の者

４．目　的

５．日　程　表　案

9:30
～

9:50
～

令和４年１０月６日（木）

大津橋ビル５階　大会議室（名古屋市中区丸の内３－４－１０）
名城公園　市民の森（名古屋市北区名城１丁目１　付近）

中部地区所有者不明土地等に関する連携協議会

令和４年度　用地測量研修日程表

測量に関する基礎的知識及びスキルの修得を目的とする。

午　　　前
（９：３０～１２：００）

午　　　後
（１３：００～１７：００）

１日目

（10:00～12:00）

受付
(一社)全国測量設
計業協会連合会
中部地区協議会

ガイ
ダン
ス

用地測量のため
の位置基準

（14:00～17:00）

測量実習（現地実習）

(一社)全国測量設計業協会連合会
中部地区協議会

(13:00～
14:00)

測量実習
の説明・
現地移動

(一社)全国測
量設計業協会
連合会中部地

区協議会
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（別紙４） 

１．開催予定日

２．場　所

３．対象者 原則、用地経験３年～５年以内の者

４．目　的

５．日　程　表　案

9:30
～

愛知県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会

愛知県公共嘱託登記
司法書士協会

Web
接続

不動産登記（表示）
の実務１日目

（10:00～12:00） （13:00～15:00）

ー

不動産登記（権利）
の実務

不動産登記に関する基礎的知識を修得させることを目的とする。

午　　　前
（９：３０～１２：００）

午　　　後
（１３：００～１７：００）

令和４年１０月２８日（金）

Web会議方式

中 部 地 区 用 地 対 策 連 絡 協 議 会
中部地区所有者不明土地等に関する連携協議会

令和４年度　測量研修（不動産登記）日程表
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（参 考） 

令和４年度 事業計画（年間スケジュール表） 

（中部地区所有者不明土地等に関する連携協議会） 

月 日 活動内容 備 考 

5 30 月 
総会 

【開催場所】ＫＫＲホテル名古屋 

5 30 月 
講演会 

【開催場所】ＫＫＲホテル名古屋 

6 
27 

28 

月 

火 

研修会（中部用対連･中部所不連｢初任者研修｣） 

【WEB 研修】 

8 

24 

25 

26 

水 

木 

金 

研修会（中部用対連･中部所不連｢中堅研修｣） 

【WEB 研修】 

9 月頃 － 
講習会（三重県研修会） 

【開催場所】未定 

用地初任者向き 

用地経験者向き 

9～10 月頃 － 
講習会（岐阜県研修会） 

【開催場所】未定 

用地初任者向き 

用地経験者向き 

9～10 月頃 － 
講習会（静岡県研修会） 

【開催場所】未定 

用地初任者向き 

用地経験者向き 

9～11 月頃 － 
講習会（愛知県研修会） 

【開催場所】未定 

用地初任者向き 

用地経験者向き 

10 6 木 
研修会（中部所不連｢用地測量研修｣） 

【開催場所】大津橋ビル５階大会議室・名城公園市民の森 

10 28 金 
研修会（中部用対連･中部所不連｢測量研修（不動産登記）｣） 

【WEB 開催】 

10 月頃 － 
研修会（中部所不連「地籍調査研修」） 

【WEB 開催】 

10～11 

月頃 
－ 

講演会、説明会等（詳細未定） 

【開催場所】未定 

2 下旬 － 
第１回分科会 

【開催場所】中部地方整備局３階共用中会議室 

3 上旬 － 
第１回幹事会 

【開催場所】中部地方整備局３階共用中会議室 
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総会議事（４） 

規約の改正について 
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規約の改正について 

○中部地区所有者不明土地等に関する連携協議会規約（抜粋）

第 10 条 この規約に定めるもののほか、次の事項は総会の決定を得なければなら

ない。 

一 構成員の加入及び脱退 

二 規約の改正 

三 その他本会の運営に関する重要な事項 

20
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協議会規約 新旧対照表 

改  正  案 現  行 

〇中部地区土地政策推進連携協議会規約 

（名称） 

第１条 本会は、中部地区土地政策推進連携

協議会（以下「本協議会」という。）と称す

る。 

（目的） 

第２条 本協議会は、所有者不明土地の利用

の円滑化等に関する特別措置法（平成30年

法律第 49 号。以下「所有者不明土地法」

という。）の適正かつ円滑な施行を図ると

ともに、地方公共団体等が行う用地業務等

を推進するため、関係する行政機関及び団

体が連携及び支援することにより、土地政

策の円滑な遂行に寄与することを目的と

する。 

（事業） 

第３条 本協議会は、前条の目的を達成する

ため次の事業を行う。 

一 所有者不明土地法の施行に関するこ 

と 

二 所有者不明土地問題の解決に関する

こと 

三 地方公共団体等の用地業務等の円滑

な遂行に関すること 

四 その他土地政策の円滑な遂行に関す

ること 

五 前各号に関する相談体制の構築、相談

窓口の設置並びに講習会や講演会等の

開催に関すること 

六 その他必要と認められる事項に関す

ること 

〇中部地区所有者不明土地等に関する連携

協議会規約 

（名称） 

第１条 本会は、中部地区所有者不明土地等

に関する連携協議会（以下、「協議会」とい

う。）と称する。 

（目的） 

第２条 本協議会は、「所有者不明土地の利

用の円滑化等に関する特別措置法（平成 30

年法律第 49 号。以下「所有者不明土地法」

という。）」を含む関連制度の適切な活用を

促すとともに、地方公共団体等における用

地取得業務に関して、助言、指導その他の

支援を行うことにより、円滑な公共用地の

取得等の促進に寄与することを目的とす

る。 

（事業） 

第３条 本協議会は、前条の目的を達成する

ため次の事業を行う。 

  一 所有者不明土地法を含む関連する公

共用地取得の諸制度の普及・啓発 

  二 所有者不明土地法に関する施策・取組

（地域福利増進事業の実施、土地収用法

の特例、財産管理に関する民法の特例、

所有者探索の円滑化、特定登記未了土地

に関する不動産登記法の特例）の情報共

有等 

 三 用地隘路の解決に向けた事例紹介や

解決策の提案 

 四 専門家等の活用を図っていくための

方策の検討 

  五 講習会や講演会等の開催 

  六 会員による相談体制の構築、相談窓口

の設置 

  七 その他必要と認められる事項に関す

ること 
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改  正  案 現  行 

（構成員等） 

第４条 本協議会は、別表１に掲げる会員、

別表２に掲げる準会員及び別表３に掲げ

る協力会員（以下「構成員」という。）並び

に特別会員をもって組織する。 

（特別会員） 

第５条 前条に定める特別会員とは、以下の

とおりとする。 

  一 愛知県、静岡県、岐阜県及び三重県の

各市町村、並びに長野県 

二 地域福利増進事業者 

三 所有者不明土地利用円滑化等推進法

人 

（役員） 

第６条 （略） 

（役員の選任） 

第７条 （略） 

（役員の職務） 

第８条 （略） 

（総会） 

第９条 （略）  

（総会の議決事項） 

第 10 条 （略）  

（総会の議事） 

第 11 条 （略） 

（構成員等） 

第４条 本協議会は、別表１に掲げる会員、

別表２に掲げる準会員及び別表３に掲げ

る協力会員（以下「構成員」という。）並び

に特別会員をもって組織する。 

（特別会員） 

第５条 前条に定める特別会員とは、以下の

とおりとする。 

  一 愛知県用地対策連絡会、静岡県用地対

策連絡会、岐阜県用地対策連絡協議会、

三重地区用地対策連絡会及び長野県地

区用地対策連絡協議会に属する市町村

（中部地方整備局管内に限る。）。 

  二 所有者不明土地法に基づく地域福利

増進事業者 

（新） 

（役員） 

第６条  （略） 

（役員の選任） 

第７条 （略） 

（役員の職務） 

第８条 （略） 

（総会） 

第９条 （略）  

（総会の議決事項） 

第 10 条 （略）  

（総会の議事） 

第 11 条 （略） 
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改  正  案 現  行 

（総会の議事の公開） 

第 12 条 （略） 

（幹事会） 

第 13 条 （略） 

（幹事会の議決事項） 

第 14 条 幹事会は、次の事項を議決する。 

  一、二 （略） 

  三 特別会員（第５条第二号若しくは第三

号に限る。）の加入及び脱退 

  四  （略） 

（幹事会の議事） 

第 15 条 （略） 

（分科会） 

第 16 条  （略） 

（事務局） 

第 17 条 （略） 

（その他） 

第 18 条 （略） 

附 則 

 この規約は、平成３１年２月６日から施

行する。 

 この規約は、令和元年６月７日から施行

する。 

 この規約は、令和２年６月３日から施行

する。 

  この規約は、令和４年 月 日から施行

する。 

（総会の議事の公開） 

第 12 条 （略） 

（幹事会） 

第 13 条 （略） 

（幹事会の議決事項） 

第 14 条 幹事会は、次の事項を議決する。 

  一、二 （略） 

  三 特別会員（第５条第二号に限る。）の加

入及び脱退 

四  （略） 

（幹事会の議事） 

第 15 条 （略） 

（分科会） 

第 16 条  （略） 

（事務局） 

第 17 条 （略） 

（その他） 

第 18 条 （略） 

附 則 

 この規約は、平成３１年２月６日から施

行する。 

 この規約は、令和元年６月７日から施行

する。 

 この規約は、令和２年６月３日から施行

する。 

24



分科会運営要領 新旧対照表 

改  正  案 現  行 

〇中部地区土地政策推進連携協議会分科会

運営要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、中部地区土地政策推進

連携協議会規約（以下「規約」という。）第

１６条第５項に基づき、分科会の運営に関

して必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 分科会は、規約第４条に定める会員

をもって組織する。 

２ 分科会は、同条に定める準会員を出席さ

せ、意見等を聴くことができる。 

（分科会） 

第３条 分科会は、次の表の左欄に掲げると

おりとし、それぞれ右欄に掲げる担当部局

の所掌事務に係る活動を行うものとする。 

名 称 担 当 部 局 

第一分科会 中部地方整備局 

用地部 

第二分科会 中部地方整備局 

建政部・用地部 

第三分科会 名古屋法務局 

民事行政部 

（役員） 

第４条 各分科会に分科会長を１名を置く。 

２ 分科会長は、会員の協議により選任す

る。 

〇中部地区所有者不明土地等に関する連携

協議会分科会運営要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、中部地区所有者不明土

地等に関する連携協議会規約（以下「規約」

という。）第１６条第５項に基づき、分科会

の運営に関して必要な事項を定めるもの

とする。 

（組織） 

第２条 （略） 

（分科会） 

第３条 （略） 

（役員） 

第４条 （略） 
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改  正  案 現  行 

（役員の職務）  

第５条 分科会長は、分科会を代表し、会務

を統括する。 

２ 分科会長は、当分科会に属する会員を選

出する。 

（会議）  

第６条 会議は、分科会長の要請により必要

に応じて随時開催するものとする。 

２ 分科会長は、分科会の議長となる。 

３  必要に応じて、関係する分科会と合同の

会議を開催することができる。 

（庶務）  

第７条 分科会の庶務は、分科会長の属する

部局等が掌る。 

 附 則 

 この要領は、平成３１年２月６日から施

行する。 

  この要領は、令和４年 月 日から施行

する。 

（役員の職務）  

第５条 （略） 

（会議）  

第６条 （略） 

（庶務）  

第７条 （略） 

 附 則 

 この要領は、平成３１年２月６日から施

行する。 
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中部地区土地政策推進連携協議会規約（案）

（名称）

第１条 本会は、中部地区土地政策推進連携協議会（以下、「協議会」という。）と称する。

（目的）

第２条 本協議会は、「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成30年法

律第49号。以下「所有者不明土地法」という。）」の適正かつ円滑な施行を図るとともに、

地方公共団体等が行う用地業務等を推進するため、関係する行政機関及び団体が連携及び

支援することにより、土地政策の円滑な遂行に寄与することを目的とする。

（事業）

第３条 本協議会は、前条の目的を達成するため次の事業を行う。

一 所有者不明土地法の施行に関すること

二 所有者不明土地問題の解決に関すること

三 地方公共団体等の用地業務等の円滑な遂行に関すること

四 その他土地政策の円滑な遂行に関すること

五 前各号に関する相談体制の構築、相談窓口の設置並びに講習会や講演会等の開催に関

すること

六 その他必要と認められる事項に関すること

（構成員等）

第４条 本協議会は、別表１に掲げる会員、別表２に掲げる準会員及び別表３に掲げる協力

会員（以下「構成員」という。）並びに特別会員をもって組織する。

（特別会員）

第５条 前条に定める特別会員とは、以下のとおりとする。

一 愛知県、静岡県、岐阜県及び三重県の各市町村並びに長野県

二 地域福利増進事業者

三 所有者不明土地利用円滑化等推進法人

（役員）

第６条 本協議会に次の役員を置く。

会 長 １名

幹 事 若干名

（役員の選任）

第７条 会長は、国土交通省中部地方整備局長をもってこれに充てる。

２ 幹事は、総会において会員のうちから選出する。
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（役員の職務）

第８条 会長は、本協議会を代表し、会務を総括する。

２ 会長が職務を遂行できないときは、あらかじめ会長の指名する者が、その職務を代行する。

３ 幹事は、幹事会を構成し、会務を評議する。

（総会）

第９条 総会は、通常総会及び臨時総会とし、構成員をもって構成する。

２ 通常総会は、毎年１回、臨時総会は、幹事会において必要と認めるとき、または構成員

の３分の１以上の要求があるとき会長が招集する。

３ 総会は、会長または会長の指名する幹事が議長として主宰する。

４ 総会の招集は、会議の開催日の７日前までに文書で目的たる議事を示して構成員に通知

しなければならない。

（総会の議決事項）

第10条 この規約に定めるもののほか、次の事項は総会の決定を得なければならない。

一 構成員の加入及び脱退

二 規約の改正

三 その他本会の運営に関する重要な事項

（総会の議事）

第11条 臨時総会は、幹事会が必要と認めるときは、書面による決定に代えることができる。

（総会の議事の公開）

第12条 総会は、原則として公開とし、議事の要旨は、総会後速やかに公開する。ただし、

特段の理由があるときは、総会を非公開とすることができる。

２ 前項ただし書きの場合においては、その理由を明示し、議事の要旨を公開するものとする。

（幹事会）

第13条 総会の下に幹事会を置く。

２ 幹事会は、会長が招集する。

３ 幹事会は、会長または会長の指名する幹事が議長として主宰する。

４ 会長が必要と認めるときは、幹事以外の構成員及び特別会員に意見を聴くことができる。

（幹事会の議決事項）

第14条 幹事会は、次の事項を議決する。

一 事業計画に関する事項

二 分科会の構成に関する事項

三 特別会員（第５条第二号若しくは第三号に限る。）の加入及び脱退

四 その他会務の執行に関する事項
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（幹事会の議事）

第15条 幹事会は幹事の３分の２以上の出席により成立し、その議事は出席者の過半数の同

意をもって決定する。ただし、可否同数の場合は議長がこれを決する。

（分科会）

第16条 分科会は、幹事会の下に置く。

２ 分科会は、各専門分野に分かれて第３条に規定する事業の活動計画を策定する。

３ 分科会は、支援に関する実態把握その他必要な調査を特別会員に対し行うことができる。

４ 第２項の活動計画の決定に関しては、必要に応じて協力会員に意見を聞くものとする。

５ 分科会の役員選出及び活動等に関し必要な事項は、幹事会の議決をもって別に定める。

（事務局）

第17条 本協議会は、事務局を国土交通省中部地方整備局用地部に置く。

２ 事務局は、本協議会運営のための事務を行う。

３ 事務局に、事務局長その他所要の職員を置く。

４ 事務局長は、国土交通省中部地方整備局用地部長をもってこれに充て、会長の命を受け

て事務を掌理する。

（その他）

第18条 この規約に定めるもののほか、本会の運営等に関し必要な細目は、会長が別に定める。

附 則

この規約は、平成３１年２月６日から施行する。

この規約は、令和元年６月７日から施行する。

この規約は、令和２年６月３日から施行する。

この規約は、令和４年 月 日から施行する。
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中部地区土地政策推進連携協議会構成員名簿

別表１（会員）

１．法務省

（名古屋法務局、静岡地方法務局、津地方法務局、岐阜地方法務局）

２．国土交通省

（中部地方整備局）

３．愛知県

４．静岡県

５．岐阜県

６．三重県

７．名古屋市

８．静岡市

９．浜松市

以上、９会員
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別表２（準会員）

１．愛知県土地開発公社

２．愛知県道路公社

３．静岡県土地開発公社

４．岐阜県土地開発公社

５．三重県土地開発公社

６．名古屋市土地開発公社

７．名古屋高速道路公社

８．農林水産省 東海農政局

９．防衛省 東海防衛支局

１０．防衛省 南関東防衛局

１１．東海旅客鉄道株式会社

１２．中日本高速道路株式会社 名古屋支社

１３．中日本高速道路株式会社 東京支社

１４．独立行政法人水資源機構 中部支社

１５．独立行政法人都市再生機構 中部支社

１６．中部電力株式会社

１７．中部電力パワーグリッド株式会社

１８．東京電力パワーグリッド株式会社 静岡総支社

１９．関西電力送配電株式会社 東海電力本部

２０．電源開発株式会社水力発電部 中部支店

２１．株式会社ＮＴＴファシリティーズ 東海支店

２２．株式会社ＮＴＴフィールドテクノ

２３．名古屋鉄道株式会社

２４．近畿日本鉄道株式会社

２５．名古屋港管理組合

以上、２５会員
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別表３（協力会員）

１．弁護士会

（中部弁護士会連合会)

（静岡県弁護士会）

２．司法書士会

（愛知県司法書士会）

（静岡県司法書士会）

（岐阜県司法書士会）

（三重県司法書士会）

３．行政書士会

（愛知県行政書士会）

（静岡県行政書士会）

（岐阜県行政書士会）

（三重県行政書士会）

４．土地家屋調査士会

（愛知県土地家屋調査士会）

（静岡県土地家屋調査士会）

（岐阜県土地家屋調査士会）

（三重県土地家屋調査士会）

５．不動産鑑定士協会

（中部不動産鑑定士協会連合会）

６．補償コンサルタント協会

（日本補償コンサルタント協会中部支部）

７．日本国土調査測量協会

（日本国土調査測量協会東海地区事業委員会）

８．宅地建物取引業協会

（愛知県宅地建物取引業協会）

（静岡県宅地建物取引業協会）

（岐阜県宅地建物取引業協会）

（三重県宅地建物取引業協会）

９．全日本不動産協会

（全日本不動産協会愛知県本部）

（全日本不動産協会静岡県本部）

（全日本不動産協会岐阜県本部）

（全日本不動産協会三重県本部）

以上、９会員
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